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2023 自治労現業統一闘争に関する要求書 

 

 

自治労は、2023 年現業・公企統一闘争を産別統一闘争として「住民の未来に貢献できる、自

治体責任による質の高い公共サービスの確立」を基本的な目標に掲げ「職の確立」を基本とする

「新たな技能職」への取り組みと「より質の高い公共サービス」の提供に必要な人員確保や賃金・

労働条件の改善をめざすため、個別の具体取り組み指標を設定し、全国で闘争体制の強化を図る

こととしています。また、長年の退職不補充や任用替えなど合理化の矢面に立たされてきた現業

職場の最重要課題は人員確保であることから、春闘段階から年間を通じた取り組みを進めてい

ます。 

近年、全国各地で想定を超える大規模自然災害が頻発する中、大阪市では「大阪市地域防災計

画」や「大阪市地域防災アクションプラン」を設定し、防災・減災対策を推進する一方で「市政

改革プラン 3.1」では、新たに、改革プラン終了以降の目標として、直営業務を精査し技能職員

を半数程度に削減するとの考えを示しています。 

支部は、直営体制を基本に「質の高い公共サービス」を提供し、市民が安全で安心して暮らせ

るまちづくりを進めていくことが、建設局としての公的役割と責務であると認識しています。そ

うしたことから、災害時の対応も含め、より質の高い公共サービスの提供体制を確立するために

も、技能職員がこれまで培ってきた、技術・技能、知識・経験を継承していくことは必要不可欠

であり、業務に必要な人材を確保するため、技能職員が従事している全ての職域で退職者数に見

合う採用を行うとともに、継続した採用を行うよう強く求めます。 

また、新型コロナウイルス感染状況は落ち着きつつありますが、我々の担う業務は市民生活に

とって欠かすことができないことから、大阪市職員である自覚と責任のもと、日々、懸命に業務

を遂行してきました。局として、こうした組合員の努力をしっかりと評価し、受け止めるよう求

めます。 

この間、支部は、組合員の生活と権利を守ることはもとより、市民福祉の向上と市民のための

市政改革、市政運営の発展に寄与することを第一義に、大きく変貌する時代に対応すべく、市民

に必要とされる公共サービスの確立を図る取り組みを進めています。引き続き、市民が求める

「質の高い公共サービス」を提供していくために、さらなる現業職場活性化運動に邁進する決意

です。 

建設局として、市民が安全で安心して暮らせるまちづくりを推進するよう強く要請し、下記の

要求項目の実現に向けて誠意を持って対応されるよう要求致します。 



 

                  記 

 

１．行政の責務として「質の高い公共サービス」を提供するため、市民生活に密接に関わる維

持管理業務については「直営」を基本とすること。 

 

２．市民ニーズを的確にとらえ、より質の高い公共サービスを提供するとともに、技能職員の

「知識・技能・経験」を継承し「職の確立」を図るため、早急に要員を確保すること。 

 

３．災害発生時の減災のために、現業管理体制を活用した「直営」による災害体制を構築する

こと。 

 

４．現業職場の「活性化」にむけより強固な業務執行体制の確立と、現業管理体制のさらな 

る充実・強化を図ること。 

 

５．組合員が「働きがい・やりがい」を持てるよう、２級班員については積極的に配置すると 

とともに、配置に伴う人事異動等は慎重に行うこと。また、課長代理への昇任選考につい 

ては、早急に実施すること。 

 

６．勤務労働条件の変更については、労使自治の原則のもと事前協議を遵守し、一方的変更を 

行わず、これまでの労使交渉のあり方を尊重すること。 

 

７．現業労働者に対するあらゆる差別を許さず、生活と地位の向上を図ること。 

 

８． 「職員基本条例」に基づく人事考課制度における相対評価を廃止すること。人事評価制度

については「公平・公正性、透明性、客観性、納得性」を確保し、人材育成を主眼として、

個々人の資質向上を図るための制度とすること。 

 

９．労働安全衛生は、勤務・労働条件に直接かかわることからすべての公務災害・職業病を一 

掃するため、労働安全衛生管理体制の充実・強化を図ること。  【詳細は別紙】 

 

１０．新型コロナウイルス感染症防止については、職員が安心して業務に従事できるよ 

う対策を講じること。特に、感染症対策に関して業務上必要な物品は十分な備蓄 

を確保すること。 

 

１１．労働安全衛生面に十分に配慮し、業務実態に見合った作業服等を貸与すること。 

 【詳細は別紙】 

 

 



１２．退職後、再任用を希望する全職員の雇用確保をはかること。また、定年延長については、 

国とは異なる加齢に伴う困難業務などの実情や業務実態を踏まえ、65 歳まで安心して働き 

続けられる職場環境と、多様で柔軟な働き方が可能となる雇用制度の確立をはかること。                           

 

 以   上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2024年度 労働安全衛生の改善にむけた要求事項 

 

 

１．労働安全衛生対策に関する予算の確保を図ること。 

 

２．建設局安全衛生委員会、各総括安全衛生委員会、各職場安全衛生委員会の充実と実効あるも

のにすること。さらに、労働安全衛生連絡会議ならびに支部安全衛生対策推進委員会との連

携を密にすること。 

 

３．職場で「安全作業の手引き」「職場巡視チェックリスト」の活用及び周知徹底に努め、その

項目・内容について点検を行い、改善点については迅速な対応に努めること。 

 

４．安全衛生に向けた自覚が組合員一人ひとりのものになるよう、保護具の着用、安全衛生に関

する表示、施設の点検、快適な職場環境に努めること。 

 

５．労働災害の防止対策と、発生した場合の迅速な措置に向けて、支部との連携を密にすること。 

また、熱中症については、労働災害にはなっていないものの、ヒヤリハット事例が発生して 

おり、発生状況や対策を検証するとともに、各職場の作業実態に応じた熱中症予防対策を講 

じること。  

 

６．ヘルメット等をはじめとした保護具の支給と 100％の着用を局責任において実施すること。 

 

７．衛生管理に対して、内容の充実と一層の啓発活動を行うこと。 

 

８．職員一人ひとりの心の健康の保持増進ならびに職場環境の改善に向けてのとりくみの充実

を図ること。 

 

９．局主催による研修会等の開催と内容の充実を図り、酸欠防止・危険物取り扱い等の講習会の

拡充を図ること。 

 

１０．総括産業医、健康管理担当医及び労働安全コンサルタントをより有効で効果的なものにする

ため、安全衛生管理体制の徹底に努めること。 

 

 

 

 

 



2024年度 作業服等の改善にむけた要求事項 

 

 

１． 作業服について 

（１）労働安全衛生面に十分配慮し、作業実態に見合った作業服等を貸与すること。 

（２）生地・デザインなど、より一層の改善を図ること。 

 

２． 防寒着について 

（１）生地・デザインなど、より一層の改善を図ること。 

（２）厳寒職場について貸与期間等の改善を図ること。 

 

３．作業帽については、現行どおりとすること。 

 

４．作業靴について 

  （１）作業実態に基づく、良質な素材を使用した優良な製品を貸与すること。 

  （２）業者変更に影響されないよう規格寸法等を一定とすること。 

 

５．交付日については、決定されている貸与期日までに必ず貸与すること。 

 

６．備品については、より一層の充実を図り、良質なものとすること。 

 

７．備蓄品については、より一層の充実を図り、破損等が発生した場合、すみやかに交換するこ

と。 

 

８．職場環境整備として、洗濯機、乾燥機、石鹸等の充実を図ること。 

 

９．作業被服等、労働安全衛生面に関する十分な予算の確保を行うこと。 

 


